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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第８期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 （千円） － － － － 2,532,885

経常利益 （千円） － － － － 188,729

当期純利益 （千円） － － － － 84,879

純資産額 （千円） － － － － 1,178,049

総資産額 （千円） － － － － 4,223,956

１株当たり純資産額 （円） － － － － 39,419.44

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 2,940.38

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

（円） － － － － 2,892.41

自己資本比率 （％） － － － － 27.5

自己資本利益率 （％） － － － － 7.3

株価収益率 （倍） － － － － 94.5

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － － △15,049

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － － △508,090

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － － 931,055

現金及び現金同等物の期
末残高 

（千円） － － － － 1,062,574

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
－ 
（－）

－
（－）

－
（－）

－ 
（－）

259
（113）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の利益については、第７期までは関連会社がないため、第８期は連結財務諸表を作成しているた

め、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

３．第７期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場でありますので、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありますので、記載しておりません。 

５．第５期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

６．第５期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を受けております

が、第４期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 （千円） 617,462 799,888 967,328 1,368,949 1,627,284

経常利益 （千円） 65,169 59,835 133,193 192,223 219,327

当期純利益又は当期純損
失(△) 

（千円） △33,610 56,269 96,737 111,970 115,075

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 325,250 325,250 426,500 448,500 602,917

発行済株式総数 （株） 6,505 6,505 7,855 8,735 29,885

純資産額 （千円） 204,685 260,954 560,569 719,358 1,191,594

総資産額 （千円） 545,383 628,997 1,287,684 1,932,579 2,965,215

１株当たり純資産額 （円） 31,465.82 40,115.94 71,364.63 82,353.60 39,872.67

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配
当額） 

（円） 
－ 

（  －）
－

（  －）
－

（  －）
1,290 

（  －）
500

（  －）

１株当たり当期純利益金
額又は１株当たり当期純
損失金額(△) 

（円） △5,710.27 8,650.11 13,690.52 13,769.11 3,986.42

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

（円） － － － － 3,921.38

自己資本比率 （％） 37.5 41.5 43.5 37.2 40.2

自己資本利益率 （％） － 24.2 23.6 17.5 12.0

株価収益率 （倍） － － － － 69.7

配当性向 （％） － － － 9.4 12.5

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － 14,485 107,954 △486,432 －

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － △19,464 △19,890 △36,138 －

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － 3,574 479,321 300,925 －

現金及び現金同等物の期
末残高 

（千円） － 308,919 876,304 654,658 －

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
43 

（ 19）
50

（  26）
74

（  30）
85 

（  45）
105

（  65）



７．第８期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

８．第８期において、平成18年１月18日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

  

  



２【沿革】 

 当社は、志を共にする有志が集い、平成10年８月東京都渋谷区代々木において、日本で初めてのフランチャイズ方式による社宅代

行専門事業ネットワークの構築を目的に「日本社宅ネット開設準備室」を設置し、社宅アウトソーシングの本格展開に向けた研究開

発活動に取組み、平成10年10月日本社宅サービス株式会社を設立いたしました。 

 その後、全国の不動産会社をフランチャイズ加盟店として次々とネットワーク化すると共に、社宅斡旋管理システム、社宅業務シ

ステムの開発を進め、インフラ整備ののちに本格的な展開を進めてまいりました。 

  

  

年月 事項

平成10年10月 東京都渋谷区代々木において、企業の社宅業務全般の代行を目的として、日本社宅サービス株

式会社を設立 

平成10年12月 日本社宅ネットフランチャイズ本部を開設 

平成11年１月 本社を東京都新宿区大久保に移転 

社宅アウトソーシングサービス「社宅パートナー」のテストマーケティング開始 

平成11年４月 「社宅パートナー」販売開始 

平成12年３月 顧客の人事情報データベースとの連携を可能にした業務管理システム「ＪＯＩＮＴ」を開発 

平成12年７月 社宅担当者向け業務支援システム「ＢＡＳＩＣ」を開発 

平成13年５月 転勤者支援システム「住替えサポートシステム」を開発 

平成14年７月 本社を東京都新宿区箪笥町に移転 

平成14年８月  制度改革コンサルテーションサービスを商品化 

平成15年５月 預り資金保全サービス「社宅ロックアカウントサービス」を都市銀行と共同開発 

平成16年９月 双方向型業務管理システム「ＪＯＩＮＴ２」を開発 

平成17年１月 転勤手続支援ワークフローシステム「ＢＡＳＩＣ-ＷＥＢ」を開発 

平成17年９月 東証マザーズ市場へ株式上場 

平成18年２月 

平成18年４月 

株式会社コスト削減総合研究所と資本および業務提携契約 

ダイワード株式会社との資本提携（連結子会社化） 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社（日本社宅サービス株式会社）及び、連結子会社１社（ダイワード株式会社）により構成されておりま

す。 

    当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、次の２事業は「第５

経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一でありま

す。 

  

  

＜社宅管理事務代行事業＞ 

社宅管理事務代行事業は、顧客企業に対して社宅・寮及び駐車場の社宅事務業務をアウトソーシング事業として行うものであ

ります。具体的には顧客企業に対して借上社宅物件の紹介、契約・入居手続、家賃の支払い、退去時における原状回復費用の

チェック等の社宅管理事務代行サービスを提供しております。 

当事業は顧客企業からの受託件数に対応して売上高が増加するビジネスモデルとなっております。受託件数とは社宅のアウト

ソーシングの申込を受けている申込済み件数と既に当社運営中の件数を合算した件数であります。 

過去５年間の決算日現在の受託件数の推移は、次のとおりであります。 

  

＜マンション・ビル管理事業＞ 

マンション・ビル管理事業は、分譲マンションを中心としたマンション・ビル管理を中核として、そこから派生する修繕工事

までのトータルマネジメントサービスを提供しております。 

当事業は管理組合との管理受託契約に基づく管理棟数および管理戸数をベースとした管理収入に加え、そこから派生するサー

ビスを取り込むことによって売上高が増加いたします。 

当連結会計年度末現在におけるマンション・ビル管理棟数および管理戸数は、次のとおりであります。 

  

事業区分 事業内容 会社名 

社宅管理事務代行事業 社宅管理事務代行、システム開発他 日本社宅サービス㈱ 

マンション・ビル管理事業 マンション・ビル管理、修繕工事他 ダイワード㈱ 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

受託件数（件） 30,020 42,314 50,771 64,954 80,326

決算年月 平成18年６月

管理棟数（棟） マンション 678

  ビル 319

管理戸数（戸） マンション 24,300



以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 
  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２．特定子会社に該当しております。 

    ３．売上高（連結相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載しておりますので、主要な損益情報等

の記載を省略しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 
ダイワード株式会社 

東京都豊島区 259,013 
マンション・ビル
管理事業 

66.15
役員の兼任等 
２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタ

イマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会

社からの派遣社員を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当期中において従業員数が20人増加いたしましたのは、主として受託件数の増加に伴う業務体制の整備によるものであ

ります。 

  

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成18年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

社宅管理事務代行事業 105  （65） 

マンション・ビル管理事業 154  （48） 

合計 259  （113） 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

105（65） 33.8 2.5 4,474 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の日本経済は、原油価格の高騰等、企業の収益環境としてはマイナスとなる要因もありましたが、企業収益

の改善により設備投資が増加し、経済状況は回復を続けております。 

 このような環境の下、多くの企業で積極的な採用活動が展開されており、採用時の優秀な人材確保のための社宅・寮制度の

整備、或いは、社員教育・研修の場や社外コミュニティとしての独身寮の設置など、住宅制度自体を規定や運営まで含めて見

直す企業が増加しております。減損会計の導入後の自社で不動産を持たない経営による借上社宅市場は引き続き拡大傾向をみ

せていることからも、依然として当業界でのアウトソーシングサービスには高いニーズがあるといえます。 

また、平成18年４月、社宅管理事務代行サービスの商品ラインアップの拡大を図るためマンション・ビル管理業のダイワー

ド株式会社を子会社化いたしました。従って、平成18年６月期は連結決算を行うこととなり、子会社であるダイワード株式会

社の平成18年４月から平成18年６月までの３ヵ月間の業績を連結して決算を行っております。 

この結果、当連結会計年度における売上高は2,532百万円、営業利益は204百万円、経常利益は188百万円、当期純利益は84百

万円となりました。 

なお、当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前年同期比較についての記載は行っておりません。 

  

事業の種類別セグメント業績は次のとおりです。 

  

①社宅管理事務代行事業 売上高1,627百万円、営業利益246百万円 

  当業界では依然として企業のアウトソーシングニーズは高く、不動産を持たない経営により借上げ社宅の市場は拡大傾向が

続くなか、新規参入も相次ぎ競争は激しさを増しております。当社グループにおいては営業部門であるマーケティンググルー

プが住宅制度コンサルテーションの実績を背景に法人企業の問題解決に向けた提案力を充実する一方、積極的なセミナー等の

開催により、昨今の住宅制度の潮流や事例などをお伝えすると共に当社独自ノウハウをアピールする機会を積極的に設けまし

た。その結果、新規受託に関しては19,775件を受託し、過去最高の受託件数であった前期実績14,183件を上回り、平成18年６

月末日における総受託件数は80,326件（前年比123.6％)となりました。 

  

②マンション・ビル管理事業 売上高905百万円 営業損失△41百万円 

 マンション・ビル管理事業においては、当連結会計年度の決算対象期間である４月から６月の３ヵ月間が多くの顧客の業務

委託契約更新時期にあたり、一部収支が悪化する案件については契約更新を見送る等の整理が進んだため収入減要因となりま

した。一方、建物管理に伴う工事については受注の体制を強化し増収となりました。なお、連結決算の対象会社となったダイ

ワード株式会社を連結した際に計上したのれんの償却負担21百万円が販売費に計上されております。 

  



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、1,062百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

なお、当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前年同期比較についての記載は行っておりません。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において、営業活動の結果使用した資金は15百万円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益が174

百万円、営業預り金が65百万円と増加したものの、営業立替金が212百万円及び法人税の支払が133百万円増加したことによるも

のであります。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において、投資活動の結果使用した資金は508百万円となりました。これは主に投資有価証券の取得による支

出211百万円、新規連結子会社の株式取得による支出164百万円、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出117百万円に

よるものであります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

   当連結会計年度において、財務活動により得られた資金は931百万円となりました。これは主に株式の発行による収入374百万

円と短期借入金の増加による収入594百万円によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2)受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２．当社は、当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

  

事業の種類別セグメント 
の名称 

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

  社宅管理事務代行 1,588,716 ― 

社宅管理
事務代行
事業 

システム導入 21,176 ― 

その他 17,392 ― 

  小計 1,627,284 ― 

  
マンション・ビル管
理 

719,950 ― 

マンショ
ン・ビ ル
管理事業 

修繕工事 150,012 ― 

その他 35,637 ― 

  小計 905,600 ― 

 合計 2,532,885 ― 



３【対処すべき課題】 

企業におけるアウトソーシングの普及は、業種業界また企業規模の大小を問わず一般化し、特に福利厚生関連サービスに対する関

心は強く、引き続き市場は拡大傾向にあります。その中で、社宅管理事務代行事業においては、フランチャイズ契約により結ばれた

全国規模の不動産仲介管理事業者ネットワークと、独自に開発した社宅管理システムを中核においた専門性の高いアウトソーシン

グ・システムを提供することにより、顧客企業の拡大を図る事が出来ました。しかし、同業他社においても次々と専門システムの開

発を試みており、またダンピングによる価格競争も予測されます。その中で顧客企業から見たサービスの基準品質を厳格に維持向上

させつつ、同業他社との厳しい競争に打ち勝つことなしには収益の向上が図れないことと予測されます。 

当社グループといたしましては、平成18年６月期にマンション・ビル管理事業を新たに取り入れ、提供するサービスの領域を拡充

するとともに、今後もより専門性の高いサービスの投入及びアウトソーシングのフィールド拡大により付加価値の高いアウトソーシ

ング・システムの提供を実現し、シェアを拡大していきたいと考えております。 

  

① 福利厚生制度改革のアウトソーシング 

現在企業のニーズは、運営のアウトソーシングから制度設計や制度改革の推進そのものを求める、いわば制度改革のアウトソー

シングにニーズが広がっております。導入のコンサルテーションサービスを強化する一方、サービス範囲の拡充に向け、福利厚生

代行会社等との提携強化に努めてまいります。 

  

② 価格競争 

借上社宅のアウトソーシングサービスは賃貸仲介業と密接に連携するため、賃貸仲介事業の付帯サービスとして受託料ダンピン

グが発生する可能性があります。当社グループはアウトソーシングサービスの本質である購買管理機能の保全を常に念頭に置き、

調達面を含めた価格競争とは一線を引いた独自のサービスモデルを維持すると共に、付帯型の限定サービスでは実現し得ない、企

業担当者や転勤者を中心とする企業の従業員にとってより付加価値の高いサービスを提供し、またコストコントロールそのものを

アウトソーシングサービスとして提供し、全体最適化による差別化を図ってまいります。 

  

③ 住宅制度関連ビジネスへの進出 

当社グループは、企業の住宅制度運営代行サービスを主に借上社宅や駐車場を中心に展開してまいりましたが、今後も更なる成

長を図るべく、関連性の高い事業領域へ新規事業を立ち上げることにより、収益構造の安定化に努めてまいります。 

  

④ 人材の獲得・育成強化 

当社グループはアウトソーシングサービス事業を行っているため、各種分野での専門スキルと広範囲の知識が必要であり、優秀

なスタッフの確保が不可欠です。新卒・通年採用を積極的に進め、ＯＪＴ制度に加え研修制度の充実を図り、優秀な人材の獲得・

育成に注力してまいります。 

一方、組織面では、内部管理体制の更なる充実を図ってまいります。 

  

⑤ 個人情報保護法への対応 

個人情報保護法が平成17年４月より施行されていますが、この法律への対応はアウトソーシング業界において非常に重要である

と認識しております。当社グループは、今後の事業拡大に必須要件であるという認識のもと、ＪＩＳＱ 15001に準拠したコンプラ

イアンス・プログラムを構築し、個人情報保護マネジメントシステムの継続的な改善強化に全社で取組んでまいります。 

  

⑥ システム開発 

当社グループは、独自に開発した社宅管理システムを中核に、各種サブシステムを独自に開発提供し、競争優位に事業を展開し

てまいりました。 

顧客ニーズの高度化及び、進化するアウトソーシングモデルを追求しながら、統合型システムの強化に努め、差別化を図って

まいります。 



４【事業等のリスク】 

以下に当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。当社グループとしては

必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要

と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

  なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であり

ますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があ

ると考えます。また、文中における将来に関する事項の記載は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

  

① 住宅制度の変化 

当社グループの事業は、企業の福利厚生制度や転勤制度に深く関連しておりますが、顧客である企業に福利厚生の一環としての社

宅制度を廃止する、または転勤制度を廃止する等の変化が生じた場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

② 他社との競争 

現状、社宅管理業務のアウトソーシング事業を行っている企業は複数存在しており、また今後も同様のサービスを提供する企業の

参入が増加するものと思われます。 

社宅管理事務代行においては、管理事務代行機能（アウトソーシング機能）と、不動産流通に係る社宅斡旋機能（借上社宅物件を

事業者として貸す機能＝商品を提供する機能）を明確に分離し、アウトソーシングの専門会社として、業務の設計と運営に特化して

おります。そして顧客企業に対しても最も適していると考えられる社宅制度運営の方法・仕組みを提案するなど単なる事務管理代行

にとどまらない付加価値の高いサービスを提供することに努めており、これらのサービスの提供は、現状において他社との差別化要

因となっていると思われます。 

今後も更に付加価値の高いアウトソーシングサービスの開発に努め、そして当社グループの事業スキームを強化していく方針であ

ります。しかしながら当社グループと同様のスキームを持ち、当社グループを上回るアウトソーシングサービスを企業に提供するこ

とが可能な企業の参入が相次いだ場合などには、その競争の激化によって当社グループの業績に大きな影響を与える可能性がありま

す。 

また、マンション・ビル等の施設管理を行う業界においては、依然として価格競争が激しく、業績を変動させる可能性がありま

す。 

  

③ 個人情報保護 

当社グループは、社宅管理事務代行事業における顧客企業の従業員や、社宅物件所有者およびマンション・ビル管理事業における

区分所有者等の個人情報を多く取り扱っておりますので、個人情報を適切に保護し、社内外の脅威から守ることを重要な社会的責務

と考え、ＪＩＳＱ15001「個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項」に準拠し、役員及び従業員に対する教

育啓蒙活動を実施するほか、個人情報保護の管理責任者を置き、適切な個人情報保護のためのコンプライアンス・プログラムを策定

し、実施・維持・継続的改善に努める等の取組みを推進する旨を宣言し、情報の特定・収集・保管・取扱い者の特定・情報の廃棄等

を詳細に規定し、運用を規程化する等の全社的な取組みを展開しております。 

しかしながら、様々な要因により個人情報の漏洩に類する事態が発生した場合には、損害賠償や信用失墜といった有形無形の損害

を被る可能性があります。 

  

④ 人材育成 

当社グループが継続的成長を成し遂げていくために、人材はその重要な要素のひとつとして挙げられます。優秀な人材の獲得及び

その育成が目論見どおりに進まなかった場合には、当社グループの成長を減速する要因となる可能性があります。 

  



 ⑤ 季節変動要因 

当社グループは、顧客先企業の運営を住宅制度面から支援するサービスで、毎月顧客企業から受託している社宅件数に応じた業務

受託料を売上として計上していますが、転勤手続きのオペレーションコストは、売上原価として計上しておりますので、転勤者が集

中する時期には原価が増加する傾向があります。顧客企業との間で事前に取り決めた水準以上に転勤者が増加した場合には、増加分

に対応する費用を超過業務費用として顧客企業より追加徴収するものの、第３四半期は春の転勤シーズン等の影響で転勤者数が増加

することにより売上原価率が上昇し、収益に影響を与える可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ契約について 

 当社は、社宅の事務管理業務及び採用・転勤に伴う社宅の手配・提供業務とその周辺事務手続を一括して受託しております

（社宅アウトソーシング）。そのため、各地に赴任する転勤者及び採用者向けの社宅手配・提供に対応する加盟店ネットワー

ク（以下、日本社宅ネットという）を全国規模で展開しており、各地の不動産会社との間でフランチャイズ契約を締結してお

ります。 

 また、日本社宅ネット加盟店を通じて全国の法人企業に社宅アウトソーシングサービス（「社宅パートナー」）のマーケ

ティング活動を行っております。 

  

 フランチャイズ契約の当事者はフランチャイザーである当社とフランチャイジーとなる加盟店であり、契約の要旨は以下の

通りであります。 

  

 当事者間（当社及び加盟会社）で締結する契約 

（1）契約の名称 

「日本社宅ネット」フランチャイズ加盟契約 

（2）加盟金及びライセンス使用料の対価 

フランチャイズ加盟契約の締結により、社宅斡旋管理業務を中心とした法人対応ノウハウ及び社宅アウトソーシング営業

ノウハウ、商標、サービスマークの継続的な使用を認めており、対価として加盟金等を受領しております。 

  



６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末（平成18年６月30日）現在において、当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1)重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従って作成しております。 

この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見積り・予測を必要とし

ております。当社グループは、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り・予測を実施

しております。 

 当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、連結財務諸表作成において使用される当社グループの重要な判断と見積り

に大きな影響を及ぼすと考えております。 

  

① 収入の認識 

 当社グループの売上高は、社宅管理事務代行事業の受託料収入に関しましてはサービス開始月より当月の事務管理運営件数

に対応した月額受託料を、またマンション・ビル管理事業の受託料収入に関しましては、管理受託契約に基づき、役務の提供

期間に対応した月額受託料を毎月計上しております。 

  

② たな卸資産 

 当社グループのたな卸資産は、社宅事務手続サービス開始に先立つ導入手続に係る費用およびマンション・ビル管理事業に

おける修繕工事完成前の未成工事支出金を計上しており、売上の計上とともに売上原価に振替ております。 

  

③ 繰延税金資産 

 当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額まで減額するために、評価性引当額を計上す

る場合があります。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得及び、慎重かつ実現可能性の高い継続的

な税務計画を検討しますが、純繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行った期間に

繰延税金資産の調整額を費用として計上します。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した

場合、繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。 

  



  (2)経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度における売上高は、2,532,885千円となりました。 

社宅管理事務代行事業につきましては、大手生命保険会社などの大口先の受託などによりまして順調に受託件数が増加した

結果、売上高1,627,284千円となりました。 

マンション・ビル管理事業につきましては、契約更新にあたり一部収支が悪化する案件についての契約更新見送り等の整理

が進んだものの、建物管理に伴う工事については受託体制強化により増収となった結果、売上高905,600千円となりました。な

お、連結の対象となった連結子会社の決算期間は４月から６月の３ヵ月間となっております。 

  

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

当連結期会計年度における売上原価は1,852,983千円となり、売上総利益は679,902千円、売上総利益率26.8％となりまし

た。 

販売費及び一般管理費は475,034千円となりました。この主な内容としましては、役員報酬が91,295千円、給料手当が90,539

千円、支払報酬が25,204千円等であります。また、ダイワード株式会社の子会社化に伴うのれん償却額（７年償却の３ヶ月

分）として21,351千円を計上しております。 

この結果、営業利益は204,867千円となり、売上高営業利益率8.1％となりました。 

  

③ 営業外収益及び営業外費用 

営業外収益は12,373千円となりました。これは主として解約保険返戻金8,951千円によるものであります。営業外費用は

28,512千円となりました。これは主として株式公開費用18,624千円と新株発行費償却7,017千円によるものであります。 

この結果、経常利益は188,729千円となり、売上高経常利益率7.5％となりました。 

  

④ 特別損失 

特別損失は14,096千円となりました。これは主として固定資産除却損6,642千円と過年度給料手当7,454千円によるものであ

ります。 

  

⑤ 当期純利益 

当期純利益は84,879千円となり、売上高当期純利益率は3.4％となりました。 

  

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

① 社宅管理事務受託料の変動 

 社宅管理事務代行事業においては、不動産業界からの新規参入が多く、受託料引下げ圧力が強く働いております。当社は

専業会社としてサービスの質を高めることに努め、明確な差別化と共に価格の根拠を明示することにより価格を維持してき

ておりますので、受託料の変動が売上高に及ぼす影響は軽微であります。 

  

② マンション・ビル管理受託料の変動 

 マンション・ビル管理事業においては、業界における管理の受注競争から管理受託料は低下の傾向にあり当該動向により

業績に影響を受ける可能性があります。 

 当グループではオーダーメイド管理を提案し、また管理組合や所有者の抱く住まいに関する問題解決サービスに取り組む

ことにより付加価値の高いビジネスを推進する一方、値下げ要請の強い案件については、明確な価格根拠の提示とサービス

内容の見直しに努めることにより、収益に及ぼす影響は軽微に推移しております。 

  



③ 季節変動 

 社宅管理事務代行事業は、企業の転勤制度を住宅面から支援するサービスで、毎月顧客企業から受託し当社が事務運営し

ている社宅件数に応じた業務受託料を売上として計上し、転勤者支援のためのオペレーションコストは、売上原価として計

上しています。従って転勤者が集中する当社の第１四半期及び第３四半期は、原価人件費の増加等の影響により、売上原価

率が上昇する傾向があります。 

 顧客企業との間では事前に取り決めた水準以上に転勤者が増加した場合には、増加分に対応する費用を超過業務手数料と

して顧客企業より追加徴収しておりますので、通期では問題なく推移しております。 

  

(4)戦略的現状と見通し 

 当社グループの主要事業は、サービス業であり労働集約的な業務であります。したがいまして、社員の教育および生産性の

向上が重要であります。 

 社宅管理事務代行事業においては、顧客企業の担当者及び転勤者の直接対応窓口となるオペレーション部門のスタッフに対

して、コミュニケーションスキルの向上や社宅契約手続きの実務に関する専門性向上、問題解決能力向上をテーマとした実践

的な独自教育に注力すると共に、顧客データベースを正確・迅速に提供するためのシステム開発投資を継続的に行っておりま

す。これらの施策により他社との差別化を図り継続的受注を見込んでおります。 

 マンション・ビル管理事業においては、管理組合および所有者の皆様の直接窓口となるフロントマンに対して、コミュニ

ケーションスキルの向上や建物管理・組合運営の実務に関する専門性の向上、問題解決能力向上をテーマとした実践的な独自

教育に注力すると共に、業務支援システムの整備導入とノウハウの標準化・共有化に向けた様々な施策の遂行に注力すること

により、管理ストックの増加を見込んでおります。 

  

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローについては、「１業績等の概要(２)キャッシュ・フローの状況」をご参照く

ださい。 

 また、営業立替金については、転勤シーズンの３月、９月に一時的に残高が増加いたしますが、資金の調達は自己資金お

よび銀行借入にて対応しております。銀行からの借入は１ヶ月以内の短期運転資金であり、顧客企業からの立替金回収・借

入返済は問題なく推移しております。 

  

② 財政状態 

 当連結会計年度末における資産合計は、4,223,956千円となりました。うち、流動資産の残高は、 

2,883,023千円であり、主なものは営業立替金1,343,147千円、現金及び預金1,156,988千円などであります。固定資産につい

ては、有形固定資産114,116千円、無形固定資産866,730千円、投資その他の資産360,085千円の計1,340,932千円となりまし

た。 

当連結会計年度末における負債合計は、3,045,906千円となりました。うち、流動負債の残高は、2,750,054千円であり、

主なものは、短期借入金1,364,474千円、買掛金393,703千円などであります。 

固定負債の残高は、295,851千円となりました。主なものは、社債150,000千円、退職給付引当金120,687千円などでありま

す。 

 当連結会計年度末における純資産合計は、1,178,049千円なりました。その結果、１株当たり純資産額は39,419円44銭、自

己資本比率は27.5％となりました。 

  

(6)経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、独立系のアウトソーシング専門会社である優位性を認識し、顧客ストックの維持拡大を図るため

に、サービスの品質向上を第一とし、人材の人財化を継続的に推進する一方、取引先ネットワークの拡大、システム開発の継

続投資を実行していくとともに、各種専門会社との提携を促進しサービス内容の充実を図る施策に重点をおいてまいります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の総額は、79,818千円（無形固定資産を含む。）となりました。 

 社宅管理事務代行事業においては、事務所増床に伴う設備投資および業務機器の増設として44,075千円のほか、社内基幹シス

テム等の開発費として27,772千円の投資を実施しております。 

マンション・ビル管理事業においては、社内業務システムの開発費で3,354千円の投資を実施しました。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 当社は、本社以外に営業所を有しておりません。なお、本社設備は全て賃借によるものであります。 

  

 当連結会計年度末における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額には、消費税等を含めておりません。 

    ２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

    ３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業員数 
(人) 

建物
工具器具
備品 

ソフト
ウェア 

合計 

本社 
(東京都新宿区) 
  

設備工事 40,096 765 － 40,862 

105（65）

事務用機器 － 20,150 － 20,150 

社宅管理システム － － 6,231 6,231 

その他システム － － 5,677 5,677 

合計 40,096 20,916 11,908 72,921 

名称 台数 
リース期間 

（年） 

年間リース料 

(千円) 

リース契約残高 

(千円) 
備考 

事務用機器 

サーバー 一式 

パソコン 82台 

複写機   6台 

３～５ 14,482 26,072 

所有権移転外フ

ァイナンス・リ

ース 

社宅管理シ

ステム 
一式 ５ 13,914 － 

所有権移転外フ

ァイナンス・リ

ース 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額には、消費税等を含めておりません。 

    ２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、受注計画に基づいて策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

  

(1）重要な設備の新設 

  

(2）重要な改修 

  

(3）重要な設備の除却等 

    特記事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

主な設備 
の内容 

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 

建物
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) 

ソフト
ウェア 

合計 

ダイワード㈱ 
本社 
(東京都豊島
区) 

マンショ
ン・ビル管
理事業 

土地・建物、
事務用機器 

24,800 3,319
24,983
(332.0)

6,851 59,955 
154
(48) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

提出会社 
本社 
(東京都新
宿区) 

社宅管理事
務代行事業 

新規サービ
スに係るソ
フトウェア
等 

500,000 －
増資資金及
び自己資金 

平成18年
７月 

平成20年 
６月 

新規サービ
ス導入 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

提出会社 
本社 
(東京都新
宿区） 

社宅管理事
務代行事業 

既存サービ
スに係るハ
ードウェア 

71,000 4,350 増資資金
平成17年
７月 

平成20年 
６月 

社宅管理シ
ステムの拡
充 

社宅管理事
務代行事業 

既存サービ
スに係るソ
フトウェア 

73,000 26,722 増資資金
平成17年
７月 

平成20年 
６月 

社宅管理シ
ステムの改
変 

社宅管理事
務代行事業 

建物付属設
備 

51,000 38,904 増資資金
平成17年
７月 

平成20年 
６月 

事務所増床

子会社 

ダイワード
㈱ 
(東京都豊
島区） 

マンショ
ン・ビル管
理事業 

既存サービ
スに係るソ
フトウェア 

76,000 66,222 自己資金
平成16年
６月 

平成19年 
２月 

業務管理シ
ステムの拡
充 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 114,000 

計 114,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年９月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 29,885 29,885
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 29,885 29,885 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月15日臨時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合は除く)は、

次の算式により株式数を調整し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

２．当社が株式分割および時価を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合は除く)は、

次の算式により行使価格を調整し、調整による生じる１円未満の端数は切り上げる。 

   ３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目

的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額」が調整されております。 

  

区分 
事業年度末現在

（平成18年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年８月31日） 

新株予約権の数（個） １ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 40 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ １株につき 16,667 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年７月１日
至 平成19年６月20日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 16,667
資本組入額 8,334 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の行使に
おいて、当社の取締
役、監査役もしくは
従業員のいずれかの
地位にあることを要
す。（新株予約権者
が死亡した場合はそ
の効力を失うものと
する。） 

２．その他の条件につい
ては、当社と付与対
象者との間で締結す
る新株予約権付与契
約に定めるところに
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価格 

調整後行使価格 

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

  調整後 
行使価額 

＝ 調整前 
行使価額 

× 
分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



②平成17年９月28日定時株主総会決議 

(注)１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という））後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本新株予約

権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株はこれを切り捨てるも

のとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う場合、株式の

数については当社が必要と認める調整を行う。 

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当りの行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若し

くは株式移転を行う場合、１株当りの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。 

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目

的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額」が調整されております。 

  

区分 
事業年度末現在

（平成18年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年８月31日） 

新株予約権の数（個） 588 579 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 588 579 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ １株につき 291,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年10月１日
至 平成27年９月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 291,000
資本組入額 145,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の行使に
おいて、当社の取締
役、監査役もしくは
従業員のいずれかの
地位にあることを要
す。（新株予約権者
が死亡した場合はそ
の効力を失うものと
する。） 

２．その他の条件につい
ては、当社と付与対
象者との間で締結す
る新株予約権付与契
約に定めるところに
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割・併合の比率  

            

既発行株式数 ＋ 

新規発行または
処分株式数 

× １株当たり払込金額
または処分価額 

  

  調整後 
行使価額 

＝ 調整前 
行使価額

× 
新株発行前または処分前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   



③平成17年９月28日定時株主総会決議 

(注)１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という））後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本新株予約

権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株はこれを切り捨てるも

のとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う場合、株式の

数については当社が必要と認める調整を行う。 

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当りの行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若し

くは株式移転を行う場合、１株当りの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。 

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目

的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額」が調整されております。 

  

区分 
事業年度末現在

（平成18年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年８月31日） 

新株予約権の数（個） 27 24 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 27 24 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ １株につき 281,983 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年10月１日
至 平成27年９月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 281,983
資本組入額 140,992 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の行使に
おいて、当社の取締
役、監査役もしくは
従業員のいずれかの
地位にあることを要
す。（新株予約権者
が死亡した場合はそ
の効力を失うものと
する。） 

２．その他の条件につい
ては、当社と付与対
象者との間で締結す
る新株予約権付与契
約に定めるところに
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割・併合の比率   

            

既発行株式数 ＋ 

新規発行または
処分株式数 

× １株当たり払込金額
または処分価額 

  

  調整後 
行使価額 

＝ 調整前 
行使価額

× 
新株発行前または処分前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   



④平成17年９月28日定時株主総会決議 

(注)１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という））後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本新株予約

権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株はこれを切り捨てるも

のとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う場合、株式の

数については当社が必要と認める調整を行う。 

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当りの行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若し

くは株式移転を行う場合、１株当りの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。 

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目

的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額」が調整されております。 

区分 
事業年度末現在

（平成18年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年８月31日） 

新株予約権の数（個） 264 261 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 264 261 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）２ １株につき 304,250 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年10月１日
至 平成27年９月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 304,250
資本組入額 152,125 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の行使に
おいて、当社の取締
役、監査役もしくは
従業員のいずれかの
地位にあることを要
す。（新株予約権者
が死亡した場合はそ
の効力を失うものと
する。） 

２．その他の条件につい
ては、当社と付与対
象者との間で締結す
る新株予約権付与契
約に定めるところに
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割・併合の比率   

            

既発行株式数 ＋ 

新規発行または
処分株式数 

× １株当たり払込金額
または処分価額 

  

  調整後 
行使価額 

＝ 調整前 
行使価額

× 
新株発行前または処分前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １．第１回新株引受権行使  

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

３．有償・第三者割当 

発行価格  １株につき150,000円 

資本組入額 １株につき75,000円 

第三者割当の割当先は下記のとおりです。 

ジャフコ・ジー九（ビー）号投資事業有限責任組合 720株 

ジャフコ・ジー九（エー）号投資事業有限責任組合 630株 

４．第１回新株予約権の権利行使による増加であります。  

     ５．有償一般募集（ブックビルディング方式） 

発行価格  １株につき400,000円 

資本組入額 １株につき148,750円 

６．株式分割   １：３ 

７．第１回新株予約権の権利行使による増加であります。  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月28日 
(注)１ 

1,255 6,505 62,750 325,250 627 50,627

平成15年７月１日 
(注)２ 

－ 6,505 － 325,250 △50,627 －

平成16年１月31日 
(注)３ 

1,350 7,855 101,250 426,500 101,250 101,250

平成17年３月31日 
(注)４ 

880 8,735 22,000 448,500 22,000 123,250

平成17年９月１日 
(注)５ 

1,000 9,735 148,750 597,250 221,250 344,500

平成18年１月18日 
(注)６ 

19,470 29,205 － 597,250 － 344,500

平成18年３月31日 
(注)７ 

680 29,885 5,667 602,917 5,666 350,166



(4）【所有者別状況】 

（注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が150株含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

  

        平成18年６月30日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 5 4 35 9 1 1,056 1,110 －

所有株式数
（株） 

－ 1,045 61 10,974 1,448 4 16,353 29,885 －

所有株式数の
割合（％） 

 
－ 

3.50 0.20 36.72 4.85 0.01 54.72 100 －

    平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

笹 晃弘 東京都中央区 2,956 9.89 

株式会社アパマンショップネ
ットワーク 

東京都中央区京橋１－１－５ 2,600 8.70 

ジャフコ・ジー九（ビー）号
投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内１－８－２ 1,840 6.16 

株式会社ベネフィット・ワン 東京都渋谷区渋谷３－12－18 1,800 6.02 

小山長規 東京都武蔵野市 1,740 5.82 

正木秀和 東京都目黒区 1,740 5.82 

ジャフコ・ジー九（エー）号
投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内１－８－２ 1,610 5.39 

日本社宅サービス従業員持株
会 

東京都新宿区箪笥町35 842 2.82 

コメルツバンク（サウスイー
ストアジア）リミテッド 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 785 2.63 

三菱ＵＦＪキャピタル株式会
社 

東京都中央区京橋２－14－１ 765 2.56 

計 － 16,678 55.81 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が150株（議決権150個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式29,885 29,885 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 29,885 － － 

総株主の議決権 － 29,885 － 

    平成18年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、新株予約権方式により、当社及び子会社の取締役、監査役及び従業員に対して付与することを、平成14年６月15日の株

主総会及び平成17年９月28日の株主総会において決議されたものです。内容は次のとおりであります。 

（平成14年６月15日臨時株主総会決議） 

  

（平成17年９月28日定時株主総会決議） 

  

決議年月日 平成14年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載の通りであります。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

決議年月日 平成17年９月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役５、監査役３及び従業員94 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載の通りであります。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） －

新株予約権の行使期間 －

新株予約権の行使の条件 － 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

代用払込みに関する事項 － 



（平成18年９月28日定時株主総会決議） 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２.取締役に対し498個、監査役に対し102個を上限とする。なお、新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、１株とす

る。 

ただし、１に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 

３.新株予約権の行使に際して出資される財産の価額価値は、行使価額に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた金額と

する。行使価額は新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立していな

い日を除く。）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値または新株予約権割当日の前日の東京

証券取引所における当社株式普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近の日の終値）のうちいずれか高

い金額（1円未満は切上げ）とする。 

なお、割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処

分を行う場合、又は資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必

要と認める処理を行うものとする。 

決議年月日 平成18年９月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役６および監査役３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）  600株を１年間の上限とする。（注）１，２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から１年を経過した日から平成28年９
月27日まで 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時において、当社の取

締役および監査役の地位を保有していることを要

する。 

ただし、任期満了、その他正当な理由がある場合

にはこの限りではない。 

・その他の新株予約権の行使の条件については、本

新株予約権の募集事項を決定する取締役会におい

て定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約検の取得については当社取締役

会の決議による必要とするものとする。 

代用払込みに関する事項 － 



（平成18年９月28日定時株主総会決議） 

（注）１．当社従業員および当社子会社の役員および従業員を対象に、当社の取締役会が認めた者に対し割当するものといたしま

す。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３．新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、当社普通株式１株とする。 

ただし、２に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 

４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額価値は、行使価額に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた金額

とする。行使価額は新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立して

いない日を除く。）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値または新株予約権割当日の前日

の東京証券取引所における当社株式普通取引の終値（取引が成立していない場合はそれに先立つ直近の日の終値）のう

ちいずれか高い金額（1円未満は切上げ）とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当による株式の発行及び自己株式を交付する場合を含み、新株

予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く)す

るときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

決議年月日 平成18年９月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員および当社子会社の役員および従業員
(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 900株を１年間の上限とする。（注）２，３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）４

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から２年を経過した日から平成28年９
月27日まで 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、新株予約権の行使時において当

社従業員または当社子役員または従業員であるこ

とを要す。 

ただし、定年退職、任期満了による退任、その他

正当な理由があると認められた場合にはこの限り

ではない。 

・その他詳細、条件は、当社取締役会において決定

するものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役

会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割・併合の比率  



上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、ま

た、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前

の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

  

  

  

            

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額   

  調整後 
行使価額 

＝ 調整前 
行使価額

× 
新規発行前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

 当社は利益配分につきましては、安定的な経営基盤の確保ならびに事業展開のための内部留保を勘案しながら、業績に応じた

利益還元を実施していくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり500円の配当を実施することと決定いたしました。 

 内部留保資金につきましては、財務体質の強化と今後の事業展開に備え、社宅管理システムの拡充・改変のための資金及び事

務所の増床に伴う設備投資等の原資として活用し、企業の発展に努める所存であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成17年９月２日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあ

りません。 

    ２．平成18年１月18日付で普通株式１株を３株に分割いたしました。なお、第８期の事業年度別最高・最低株価のうち、※

２印は分割後の金額であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高（円） － － － －
1,740,000 

※２ 388,000 

最低（円） － － － －
300,000 

※２ 177,000 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 362,000 305,000 293,000 347,000 332,000 310,000 

最低（円） 255,000 177,000 202,000 277,000 271,000 237,000 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

代表取締役 
社長 

  笹 晃弘 昭和38年４月22日生

昭和62年４月  株式会社マルコー（現株式会

社インボイスＲＭ）入社 

平成４年５月  株式会社日本エル・シー・エ

ー入社 

平成７年２月  株式会社モアコンセプトファ

ーム設立 

        代表取締役常務 

平成11年６月 当社取締役経営統括室長 

平成14年７月 当社代表取締役社長 

平成18年１月  当社代表取締役社長兼マーケ

ティンググループ長（現任） 

平成18年９月 ダイワード株式会社 

代表取締役ＣＥＯ（現任） 

  

2,956

常務取締役 管理グループ長 池田彰二 昭和24年６月27日生

昭和49年４月 株式会社三和銀行（現株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

昭和52年９月  通商産業省 通商政策局 国

際経済課（現経済産業省）出

向 

昭和54年９月  株式会社三和銀行（現株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）帰任 

平成２年１月  株式会社ドリームフード 

常務取締役 

平成９年２月  株式会社レイアップ 

取締役管理本部長 

平成15年９月  当社入社 

平成15年10月  当社管理グループ担当部長 

平成16年１月  大連英特思信息技木有限公司

董事（現任） 

平成16年９月  当社取締役管理グループ長 

平成18年４月 ダイワード株式会社 

取締役（現任） 

平成18年９月  当社常務取締役管理グループ

長（現任） 

  

112

常務取締役 
オペレーション
グループ長 

石上明子 昭和48年４月２日生

平成８年９月  株式会社マイム（現株式会社

インボイスＭＹＭ）入社 

平成11年２月  当社入社 

平成14年７月  当社執行役員オペレーション 

グループ担当 

平成16年９月  当社取締役オペレーショング 

ループ長 

平成18年９月  当社常務取締役オペレーショ

ングループ長（現任） 

  

312



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 
情報システム 
グループ長 

正木秀和 昭和39年９月10日生

昭和63年７月  株式会社マイルーム（現株式

会社インボイスＭＹＭ）入社 

平成10年10月  日本社宅サービス株式会社設

立  

取締役経営企画部長 

平成11年７月  当社取締役情報システム担当 

平成16年９月  当社取締役情報システムグル

ープ長（現任） 

  

1,740

取締役 
カスタマーサー
ビスグループ長 

小山長規 昭和39年９月20日生

昭和63年７月  株式会社マイルーム（現株式

会社インボイスＭＹＭ）入社 

平成10年12月  当社入社 

     取締役営業本部長 

平成11年７月  当社取締役加盟店運営部長 

平成14年７月  当社取締役オペレーショング

ループ担当 

平成16年９月  当社取締役マーケティンググ

ループ長 

平成18年１月  当社取締役カスタマーサービ

スグループ長（現任） 

  

1,740

取締役   白石徳生 昭和42年１月23日生

平成８年３月  株式会社ビジネス・コープ

（現株式会社ベネフィット・

ワン）設立 

平成12年６月  株式会社ビジネス・コープ

（現株式会社ベネフィット・

ワン） 

        代表取締役社長（現任） 

平成14年９月  当社取締役（現任） 

平成18年２月  株式会社ベネフィットワン・

パートナーズ代表取締役社長

（現任） 

  

―

常勤監査役   小野俊一 昭和14年４月５日生

平成７年６月  日立クレジット株式会社（現

日立キャピタル株式会社） 

        取締役人事総務部長 

平成12年８月 第一信用保証株式会社 

       代表取締役社長 

平成14年７月 当社顧問 

平成14年９月 当社常勤監査役（現任） 

平成18年９月 ダイワード株式会社監査役（現

任） 

  

120



 （注）１．取締役白石徳生は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役中西康晴及び監査役藤原哲は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

監査役   中西康晴 昭和29年３月９日生

昭和55年４月  弁護士登録 

        市川照美法律事務所勤務 

昭和58年４月  小林・中西法律事務所開設 

平成４年４月  中西法律事務所開設 

平成10年10月  当社監査役（現任） 

平成12年４月  扶桑合同法律事務所代表（現

任） 

  

30

監査役   藤原 哲 昭和41年４月27日生

平成元年10月  中央新光監査法人（現みすず

監査法人）入所 

平成５年３月  公認会計士登録 

平成９年２月  藤原公認会計士事務所所長

（現任） 

平成10年３月  税理士登録 

平成13年４月  株式会社アドミラルシステム

監査役（現任） 

平成18年９月 ダイワード株式会社監査役（現

任） 

平成18年９月  当社監査役（現任） 

  

５

      計 7,015



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の効率性の向上と健全性の維持と捉え、これを達成するために経営の透明性と説明

責任の向上及び経営の監督と執行の役割分担の明確化を確保していくことが重要であると考えております。 

 当社は、企業利益と社会的責任の調和する誠実な企業活動を展開しながら、当社に最も相応しい経営体制の構築を目指し、株

主を含めたすべてのステークホルダー（利害関係者）の利益に適う経営を実現するために、コーポレート・ガバナンスを強化し

てまいります。 

  

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役を設置しており、常勤監査役を含めた３名で構成される監査役会は取締役の職務執行を監視しております。 

 業務の執行におきましては各部署の役割分担を明確にし、指揮命令系統を統一することで、経営環境の変化に対して迅速な

対応が可能となる体制を構築しております。また、業務執行上の重要な経営課題につきましては、取締役会において決議され

るとともに、日常の意思決定と情報共有および業務執行状況の確認については経営会議を設置することで、企業経営の健全化

を図っております。 

 取締役会は取締役６名で構成されており、経営の基本方針、業務の意思決定及び取締役間の相互牽制による業務執行の監督

を行う機関と位置付け運営されております。取締役会は、定時取締役会が毎月１回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役

会を開催し、重要な経営判断においても迅速化に努めております。 

  

② 当社の内部統制の概要図 

  

 

  



③ 当社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制といたしましては、各種規程およびマ

ニュアルを整備し、法令、定款及び企業倫理等、遵守すべき具体的な事項についての理解を深め、同時にこれらを遵守する体

制を構築しております。また、内部監査を通じて業務内容及び相互牽制の実態を把握するとともに、職務の執行が法令・定款

及び社内規程に基づき行われているか監査しております。 

 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制といたしましては、取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款

及び文書管理規程等の社内規程、方針に従い、文書（紙または電磁的媒体）に記録して適切に保管及び管理する体制をとって

おります。また、取締役及び監査役はこれらの文書を閲覧することができるものとなっております。 

 損失の危険の管理に関する規程その他の体制としましては、当社は、経営全般に関わるリスク管理を行うために、取締役会

から権限を委譲された「リスク管理委員会」を設置し、また「内部監査担当者」を任命し、それぞれ規程の整備、運用状況の

確認を行うとともに、取締役、社員等に対する研修等を実施しております。 

 取締役の職務執行が効率的に行われていることを確保するための体制といたしましては、毎週１回の常勤取締役による連絡

会議（朝会）、毎月２回の経営会議、毎月１回の定時取締役会、また臨時取締役会を必要に応じ随時開催し、取締役の情報の

共有及び意思の疎通を図り、業務執行に係る重要な意思決定を行うとともに、取締役の業務執行状況の監督を行っておりま

す。職務執行に関する権限及び責任については、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等の社内規程で定め、随時見直

しを行っております。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 「内部監査」について、当社では社長直属の機関として内部監査室を設置しており、現在は担当者１名が専従しておりま

す。内部監査室は、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化及び能率の増進に資することを目的として、事業年度

毎に作成される内部監査計画に基づく監査と、社長特命により臨時の内部監査を実施しております。 

 なお、内部監査室は常勤監査役と連携して、内部監査を実施しております。 

 「監査役」は、平成16年８月より定期的に監査役会を開催しております。常勤監査役１名を含めた３名の監査役で構成さ

れ、取締役からの報告、取締役会をはじめとした監査役が出席したその他会議の内容や、内部監査との連携等により取締役及

び取締役会の業務執行を監視しております。また、監査法人との連携を密にしながら、法令・定款に準拠した監査方針を定

め、各監査役の報告に基づき監査意見を形成いたします。 

  

⑤ 会計監査の状況 

 あずさ監査法人と監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時相談・検討を実施しており

ます。 

  

（業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人） 

  

 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

 監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士及び会計士補

を主たる構成員として、システム専門家等の補助者も加えて構成されております。 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役及び社外監査役は次のとおりであります。なお、当社の取締役・監査役とは人的関係を有さず、当社との

間に特に利害関係はありません。 

社外取締役 白石徳生 

社外監査役 中西康晴、藤原哲 

  業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人   

  宮 直仁 あずさ監査法人   

  多和田 英俊 あずさ監査法人   



(3）リスク管理体制の整備の状況 

 平成18年５月12日開催の取締役会において、内部統制基本方針を決議し、「リスク管理を含めた内部統制担当取締役の任命と

リスク管理委員会の設置」、「主要リスクテーマ毎にリスク管理所管を配置すること」などをその骨子に含めており、既に情報

処理システム委員会の設置を決定し、企業体としての統制力の強化に取組んでおります。 

 また、それらの取組みに先立ち、当社では「個人情報保護」に関するコンプライアンス・プログラムを作成し、個人情報保護

委員会を組織すると共に、管理部門担当取締役を「個人情報保護統括管理責任者」として任命し、その下に教育責任者、情報シ

ステム管理責任者、及び個人情報取扱事務局兼個人情報相談窓口を設置して、個人情報保護の管理に取組んでおります。また、

「監査責任者」がこの実施状況の監査にあたり、平成18年２月７日にはプライバシーマークの認定を受けております。 

  

(4）役員報酬の内容 

 当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

(注)１．平成13年９月27日開催の第３回定時株主総会決議において、取締役の報酬限度額は年額200,000千円以内、監査役の

報酬限度額は年額100,000千円以内となっております。 

２．支給額には、当事業年度に係る役員賞与20,850千円（取締役６名に対し17,370千円、監査役３名に対し3,480千円）

が含まれております。 

  

(5）監査報酬の内容 

 当社があずさ監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内容は、8,600千円であります。 

 上記以外の業務に基づく報酬の支払はございません。 

  

取締役 監査役 計 摘要 

支給 
人員 

支給額 
支給 
人員 

支給額 
支給 
人員 

支給額   

6名 84,060千円 3名 16,410千円 9名 100,470千円   



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

    ただし、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3）当連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる

連結貸借対照表、連結損益計算書、及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりま

せん。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の連結財務

諸表並びに前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）及び当事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30

日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
当連結会計年度

（平成18年６月30日） 
  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

  

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※1  1,156,988  

２．売掛金   145,054  

３．未収入金   104,814  

４．たな卸資産   28,718  

５．営業立替金   1,343,147  

６．繰延税金資産   8,334  

７．その他   98,772  

貸倒引当金   △2,807  

流動資産合計   2,883,023 68.3  

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  136,317  

減価償却累計額  71,419 64,897  

(2）工具器具備品  50,660  

減価償却累計額  26,425 24,235  

(3）土地   24,983  

有形固定資産合計   114,116 2.7  

２．無形固定資産    

(1）のれん   740,077  

(2）その他   126,652  

無形固定資産合計   866,730 20.5  



  

   
当連結会計年度

（平成18年６月30日） 
  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

  

３．投資その他の資産    

(１)投資有価証券   214,440  

(２)長期貸付金   38,415  

(３)繰延税金資産   9,339  

(４)その他   117,098  

貸倒引当金   △19,207  

投資その他の資産合計   360,085 8.5  

固定資産合計   1,340,932 31.7  

資産合計   4,223,956 100.0  

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   393,703  

２．短期借入金   1,364,474  

３．一年以内償還予定社債 ※1  20,000  

４．一年以内返済予定長期
借入金 

  30,547  

５．未払金   262,989  

６．未払法人税等   55,400  

７．営業預り金   323,448  

８．賞与引当金   19,463  

９．役員賞与引当金   20,850  

10．その他   259,178  

流動負債合計   2,750,054 65.1  



  

  

   
当連結会計年度

（平成18年６月30日） 
  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

  

Ⅱ 固定負債    

１．社債 ※1  150,000  

２．長期借入金   25,021  

３．退職給付引当金   120,687  

４．繰延税金負債   143  

固定負債合計   295,851 7.0  

負債合計   3,045,906 72.1  

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １．資本金   602,917 14.3  

 ２．資本剰余金   350,166 8.3  

 ３．利益剰余金   218,023 5.1  

  株主資本合計   1,171,106 27.7  

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

  △9,900 △0.2  

評価・換算差額等合計   △9,900 △0.2  

Ⅲ 少数株主持分   16,843 0.4  

純資産合計   1,178,049 27.9  

負債純資産合計   4,223,956 100.0  

     



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

  

Ⅰ 売上高   2,532,885 100.0  

Ⅱ 売上原価   1,852,983 73.2  

売上総利益   679,902 26.8  

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  91,295  

２．給料手当  90,539  

３．賞与引当金繰入額  4,315  

４．役員賞与引当金繰入額  20,850  

５．貸倒引当金繰入額  396  

６．退職給付費用  4,888  

７．のれん償却額  21,351  

８．その他  241,398 475,034 18.7  

営業利益   204,867 8.1  

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  566  

２．受取配当金  416  

３．解約保険返戻金  8,951  

４．雑収入  2,438 12,373 0.5  

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  885  

２．新株発行費償却  7,017  

３．株式公開費用  18,624  

４．その他  1,985 28,512 1.1  

経常利益   188,729 7.5  



  

   
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

  

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※１ 6,642  

２．過年度給料手当  7,454 14,096 0.6  

税金等調整前当期純利
益 

  174,632 6.9  

法人税、住民税及び事
業税 

 94,049  

法人税等調整額  4,217 98,267 3.9  

少数株主損失   △8,514 △0.4  

当期純利益   84,879 3.4  

     



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、期首の残高を記載しております。 

  

  

  

株主資本
評価・換算差
額等 

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金 

平成17年７月１日残高 
（千円） （注） 

448,500 123,250 144,411 716,161 3,196 － 719,358

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 154,417 226,916 381,333  381,333

剰余金の配当  △11,268 △11,268  △11,268

当期純利益  84,879 84,879  84,879

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額） 

 △13,097 16,843 3,746

連結会計年度中の変動額合
計（千円） 

154,417 226,916 73,611 454,944 △13,097 16,843 458,691

平成18年６月30日残高 
（千円） 

602,917 350,166 218,023 1,171,106 △9,900 16,843 1,178,049



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利益  174,632

減価償却費  23,320

のれん償却額  21,351

繰延資産償却額  7,017

貸倒引当金の増減額  396

賞与引当金の増減額  △27,281

役員賞与引当金の増減額  3,780

退職給付引当金の増減額  2,410

受取利息及び受取配当金  △983

支払利息  6,716

株式公開費用  18,624

固定資産除却損  6,642

売上債権の増減額  47,134

仕入債務の増減額  △11,053

営業立替金の増減額  △212,710

たな卸資産の増減額  △3,413

前受金の増減額  25,535

営業預り金の増減額  65,656

その他  △23,466

小計  124,307

利息及び配当金の受取額  981

利息の支払額  △6,483

法人税等の支払額  △133,854

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △15,049



  

  

  次へ 

   
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 

区分 
注記
番号 

金額（千円）  

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △6,305

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △53,228

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △64,112

有形固定資産の除却に
よる支出 

 △1,813

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △211,985

新規連結子会社の株式
取得による支出 

※２ △164,445

その他  △6,199

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △508,090

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  594,962

長期借入金の返済によ
る支出 

 △8,331

新株の発行による収入  374,316

株式公開に伴う支出  △18,624

配当金の支払額  △11,268

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 931,055

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 407,915

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 654,658

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 1,062,574

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。   

  連結子会社の数 １社   

  連結子会社の名称   

    ダイワード株式会社   
  ダイワード㈱は平成18年４月10日の株式取得に伴い、当

連結会計年度より連結の範囲に含めております。なお、

みなし取得日を平成18年３月31日としたため、平成18年

４月１日より平成18年６月30日までの３か月間の損益計

算書及び平成18年６月30日現在の貸借対照表を連結して

おります。 
  

  

２．持分法の適用に関する事
項 

該当事項はありません。   

３．連結子会社の事業年度等
に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。 

  



  

項目 
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

４．会計処理基準に関する事
項 

(1)重要な資産の評価基準および評価方法
①有価証券 

  

   その他有価証券   

  時価のあるもの   

  連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

  

  時価のないもの   

  移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資については、組合契約に規定される決算報告

日において入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り組む方法によっております。 

  

      

  ②たな卸資産   

  商品・仕掛品   

  主として個別法に基づく原価法を採用しておりま

す。 

  

  貯蔵品   

  最終仕入原価法に基づく原価法を採用しておりま

す。 

  

      

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法   

  ①有形固定資産   

   定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法によっております。 

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、支出時に費用処理しております。 

  

      

  ②無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。 

  

  



  

  

  次へ 

項目 
当連結会計年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

  (3)重要な引当金の計上基準   

  ①貸倒引当金   

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

      

  ②賞与引当金   

  従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。  

  

      

  ③役員賞与引当金   

  役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。  

  

      

  ④退職給付引当金   

  連結子会社について、従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員会報

告第13号）に定める簡便法に基づき、退職金規程による

連結会計年度末自己都合要支給額を計上しております。 

  

      

  (4)重要なリース取引の処理方法   

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

      

  (5)繰延資産の処理方法   

  新株発行費   

  支出時に全額費用として処理しております。   

      

  (6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

  

    税抜方式によっております。   

      

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。 

  

６．のれんの償却に関する事

項 

のれんについては、７年間で償却しております。   

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

当連結会計年度
（平成18年６月30日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

    定期預金        60,503千円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

    一年以内償還予定社債  20,000千円 

    社債          150,000千円 

  

２．偶発債務 

   当社が使用する業務用ソフトウェアの開発委託契

約に関連し、ソフトウェアの開発委託先から平成16

年３月９日付けで151,147千円の損害賠償請求訴訟

が提起され、現在係争中であります。 

   当社はこれに対し、何ら根拠なきものとして請求

棄却を求めるとともに、開発委託先に対し、債務不

履行による損害賠償の支払いを求め、平成16年５月

26日付けで反訴を提起いたしました。 

  

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．固定資産除却損は、建物6,500千円、工具器具備

品141千円であります。 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加21,150株は、株式上場に伴う有償一般募集による新株の発行1,000株、平成18年１月18日

をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行ったことによる株式数の増加19,470株および新株予約権の権利行

使による新株の発行680株によるものであります。 

２．当連結会計年度末までに取得および保有している自己株式はありません。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1)配当金の支払 

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  当連結会計年度 

期首株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 8,735 21,150 － 29,885 

合計 8,735 21,150 － 29,885 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約 

権の目的 

となる株 

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会 

計年度末 

残高 

（千円） 

当連結会計

年度期首 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成17年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 11,268千円 1,290円 平成17年６月30日 平成17年９月29日 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 14,942千円 利益剰余金 500円 平成18年６月30日 平成18年９月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  

  次へ 

当連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年６月30日現在） 
  
現金及び預金勘定 1,156,988千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 △94,414千円

現金及び現金同等物 1,062,574千円

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにダイワード株式会社を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びにダイワード

株式会社株式の取得価額とダイワード株式会社株式取得のた

めの支出との関係は次のとおりであります。 
  
流動資産 1,042,735千円

固定資産 234,109千円

のれん 761,429千円

流動負債 △845,152千円

固定負債 △368,570千円

少数株主持分 △25,358千円

ダイワード㈱株式の取得価額 799,192千円

    ダイワード㈱の現金及び現金同等物 △634,747千円 

    差引：ダイワード㈱株式取得のための支出 

 164,445千円 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備
品 

90,014 61,700 28,314

ソフトウェ
ア 

28,656 22,090 6,565

合計 118,670 83,790 34,879

  

２．未経過リース料期末残高相当額   

  

  

１年内 23,669千円 

１年超 12,749千円 

合計 36,419千円 

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

  

  

支払リース料 33,644千円 

減価償却費相当額 31,454千円 

支払利息相当額 1,195千円 

  

４．減価償却費相当額の算定方法   

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

  

５．利息相当額の算定方法   

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  

  



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 

当連結会計年度
（平成18年６月30日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 7,542 12,814 5,271

(2）債券  

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 7,542 12,814 5,271

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 103,539 82,253 △21,286

(2）債券  

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 103,539 82,253 △21,286

合計 111,081 95,067 △16,014

  

当連結会計年度
（平成18年６月30日） 

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 19,700

   投資事業組合への出資金 99,672



（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  連結子会社は退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  なお、連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  なお、連結子会社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

  当連結会計年度 

（平成18年６月30日現在） 

退職給付債務（千円） △120,687 

退職給付引当金（千円） △120,687 

  当連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 

   至 平成18年６月30日） 

退職給付費用（千円） 4,888 

勤務費用（千円） 4,888 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(１)ストック・オプションの内容 

  

（注）上記表に記載された株式数は、平成18年１月18日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載し

ております。 

  

  平成14年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション① 

付与対象者の区分及び数 当社取締役４名 
当社取締役５名、当社監査役３名 

当社従業員78名 

ストックオプション数（注） 普通株式 2,400株 普通株式 607株 

付与日 平成14年６月30日 平成17年11月14日 

権利確定条件 特に付されておりません。 特に付されておりません。 

対象勤務期間 特に定めはありません。 特に定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成14年７月 １日
至 平成19年６月20日 

自 平成19年10月1日 
至 平成27年９月27日 

  平成17年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション③ 

付与対象者の区分及び数 当社従業員９名 
当社取締役５名、当社監査役１名 

当社従業員20名 

ストックオプション数（注） 普通株式 27株 普通株式 264株 

付与日 平成18年２月14日 平成18年６月28日 

権利確定条件 特に付されておりません。 特に付されておりません。 

対象勤務期間 特に定めはありません。 特に定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成19年10月1日
至 平成27年９月27日 

自 平成19年10月1日 
至 平成27年９月27日 



(２)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して

記載しております。 

①ストック・オプションの数 

（注）上記表に記載された株式数は、平成18年１月18日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載し

ております。 

  

②単価情報 

（注）上記表に記載された株式数は、平成18年１月18日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載し

ております。 

  

  平成14年ストッ

ク・オプション 

平成17年ストッ

ク・オプション① 

平成17年ストッ

ク・オプション② 

平成17年ストッ

ク・オプション③ 

権利確定前 （株）     

 当連結会計年度期首 － － － － 

 付与 － 607 27 264 

 失効 － 19 － － 

 権利確定 － － － － 

 未確定残 － 588 27 264 

権利確定後 （株）     

 当連結会計年度期首 720 － － － 

 権利確定 － － － － 

 権利行使 680 － － － 

 失効 － － － － 

 未行使残 40 － － － 

  平成14年ストッ

ク・オプション 

平成17年ストッ

ク・オプション① 

平成17年ストッ

ク・オプション② 

平成17年ストッ

ク・オプション③ 

権利行使価格 (円) 16,667 291,000 281,983 304,250 

行使時平均株価 (円) 281,000 － － － 

公正な評価単価(付与日) 

 (円) 
－ － － － 



（税効果会計関係） 

  

  

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 １. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 
 

   
  

  

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 3,278千円

減価償却超過額 2,444 

一括償却資産償却超過額 380 

未払社会保険料否認 936 

未払事業税 4,561 

貸倒引当金 537 

その他有価証券評価差額金 6,660 

その他 1,026 

繰延税金資産合計 19,826 

（繰延税金負債）   

労働保険料 △2,152 

その他有価証券評価差額金 △143 

繰延税金負債合計 △2,295 

繰延税金資産の純額 17,530 

   

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

   
  
法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.2％

住民税均等割額 1.6％

税効果未計上の子会社の損失 △3.9％

のれん償却額 12.2％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.3％

   

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な事業 

   

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）  

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

  

  社宅管理事務 

代行事業 

（千円） 

マンション・ 

ビル管理事業 

（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 

（千円） 
連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 1,627,284 905,600 2,532,885 － 2,532,885 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 

－ － － － － 

計 1,627,284 905,600 2,532,885 － 2,532,885 

営業費用 1,380,787 947,230 2,328,017 － 2,328,017 

営業利益（又は損失） 246,497 △41,629 204,867 － 204,867 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 

資産 

  

  

2,166,022 

  

  

2,057,933 

  

  

4,223,956 

  

  

－ 

  

  

4,223,956 

 減価償却費 22,193 1,126 23,320 － 23,320 

 資本的支出 77,990 3,620 81,611 － 81,611 

事業区分 主要サービス 

社宅管理事務代行事業 社宅管理事務代行、システム開発他 

マンション・ビル管理事業 マンション・ビル管理、室内リフォーム他 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

１株当たり純資産額 39,419.44円 

１株当たり当期純利益金額 2,940.38円 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

2,892.41円 

  

  
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当期純利益（千円） 84,879 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 84,879 

期中平均株式数（株） 28,867 

普通株式増加数（株） 478 

 （うち新株予約権） (478) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成17年９月28日定時株主総

会において決議された新株予約

権879個（普通株式879株） 

  

当連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．取締役及び監査役に対するストックオプション（新

株予約権）の発行について 

  

 当社は、平成18年９月28日開催の第８期定時株主

総会において、会社法第361条に基づき、当社取締

役及び監査役に対し報酬として新株予約権を付与す

ることを決議いたしました。 

 この内容の詳細については、「第４ 提出会社の

状況 １株式等の状況 (7）ストックオプション制

度の内容」に記載のとおりであります。 

  

    

２．従業員等に対するストックオプション（新株予約

権）の発行について 

  

 当社は、平成18年９月28日開催の第８期定時株主

総会において、会社法第236条、第238条及び第239

条に基づき、当社従業員及び当社子会社の役員及び

従業員に対し特に有利な条件で新株予約権を付与す

ることを決議いたしました。 

 この内容の詳細については、「第４ 提出会社の

状況 １株式等の状況 (7）ストックオプション制

度の内容」に記載のとおりであります。 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

    ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

    該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 

当期首 

残高 

(千円) 

当期末 

残高 

(千円) 

利率 

(％) 
担保 償還期限 

ダイワード㈱ 

第１回無担保社債 
平成16年 

９月10日 
－ 100,000 0.81 無担保 

平成19年 

９月10日 

第２回無担保社債 
平成16年 

９月10日 
－ 

70,000 

(20,000)
0.70 無担保 

平成19年 

９月10日 

合計 － － － 
170,000 

(20,000)
      

１年以内 

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

20,000 150,000 － － － 

区分 
当期首残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 1,364,474 1.076 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 30,547 2.100 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。） 

－ 25,021 2.100 平成20年2月 

計 － 1,420,042 － － 

  １年超２年以内 

(千円) 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 25,000 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

    
前事業年度

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   654,658 428,127 

２．売掛金   25,710 30,571 

３．営業立替金   1,116,823 1,295,490 

４．仕掛品   9,029 18,928 

５．貯蔵品   49 55 

６．前払費用   22,884 31,487 

７．繰延税金資産   10,693 8,334 

８．その他   1,120 1,713 

貸倒引当金   △1,142 △1,322 

流動資産合計   1,839,828 95.2 1,813,388 61.2

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  15,138 51,383  

減価償却累計額  4,759 10,378 11,286 40,096 

２．工具器具備品  38,613 43,573  

減価償却累計額  13,705 24,907 22,657 20,916 

有形固定資産合計   35,285 1.8 61,012 2.1

(2）無形固定資産    

１．商標権   401 2,003 

２．ソフトウェア   16,042 11,908 

３．ソフトウェア仮勘定   － 27,772 

４．その他   614 614 

無形固定資産合計   17,058 0.9 42,299 1.4



    
前事業年度

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   14,663 208,327 

２．関係会社株式   － 799,192 

３．繰延税金資産   2,344 9,339 

４．敷金及び保証金   21,865 29,584 

５．その他   1,534 2,070 

投資その他の資産合計   40,407 2.1 1,048,514 35.3

固定資産合計   92,751 4.8 1,151,826 38.8

資産合計   1,932,579 100.0 2,965,215 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金   669,512 1,264,474 

２．未払金   117,658 112,396 

３．未払費用   7,210 8,638 

４．未払法人税等   91,003 53,696 

５．未払消費税等   18,573 14,653 

６．前受金   10,046 14,251 

７．営業預り金   257,791 255,909 

８．預り金   12,833 13,671 

９．前受収益   3,152 7,020 

10．賞与引当金   6,745 8,057 

11．役員賞与引当金   17,070 20,850 

流動負債合計   1,211,597 62.7 1,773,620 59.8

Ⅱ 固定負債    

１．預り敷金   1,623 － 

固定負債合計   1,623 0.1 － －

負債合計   1,213,220 62.8 1,773,620 59.8

     



  

  

    
前事業年度

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  448,500 23.2 － －

Ⅱ 資本剰余金    

1．資本準備金  123,250 －  

資本剰余金合計   123,250 6.4 － －

Ⅲ 利益剰余金    

1．当期未処分利益  144,411 －  

利益剰余金合計   144,411 7.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  3,196 0.1 － －

資本合計   719,358 37.2 － －

負債・資本合計   1,932,579 100.0 － －

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １．資本金   － 602,917 20.3

 ２．資本剰余金    

  (1)資本準備金  － 350,166  

   資本剰余金合計   － 350,166 11.8

 ３．利益剰余金    

  (1)その他利益剰余金    

   繰越利益剰余金  － 248,218  

   利益剰余金合計   － 248,218 8.4

  株主資本合計   － 1,201,302 40.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

  － △9,707 

  評価・換算差額等合計   － △9,707 △0.3

純資産合計   － 1,191,594 40.2

負債純資産合計   － 2,965,215 100.0

     



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,368,949 100.0 1,627,284 100.0

Ⅱ 売上原価   889,008 64.9 1,004,997 61.8

売上総利益   479,940 35.1 622,286 38.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  61,590 79,620  

２．給料手当  53,397 64,065  

３．法定福利費  14,465 18,958  

４．賞与引当金繰入額  1,269 1,800  

５．役員賞与引当金繰入額  17,070 20,850  

６．外注人件費  － 22,034  

７．消耗品費  9,353 10,591  

８．支払報酬  30,711 19,883  

９．減価償却費  4,503 8,044  

10．地代家賃  9,299 18,462  

11．貸倒引当金繰入額  825 179  

12．その他  84,482 286,970 21.0 111,299 375,789 23.0

営業利益   192,970 14.1 246,497 15.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息及び配当金  54 180  

２．受取手数料  196 229  

３．その他  7 258 0.0 133 543 0.0

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  179 320  

２．新株発行費償却  498 7,017  

３．支払補償金  321 1,342  

４．株式公開費用  － 18,624  

５．その他  6 1,005 0.1 409 27,713 1.7

経常利益   192,223 14.0 219,327 13.5



    
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※１ 819 6,642  

２．リース解約損  479 1,299 0.1 － 6,642 0.4

税引前当期純利益   190,924 13.9 212,684 13.1

法人税、住民税及び事
業税 

 86,417 93,391  

法人税等調整額  △7,463 78,954 5.7 4,217 97,609 6.0

当期純利益   111,970 8.2 115,075 7.1

前期繰越利益   32,441 － 

当期未処分利益   144,411 － 

     



売上原価明細書 

  

(脚注) 

  

  

    
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※２ 368,886 41.7 418,110 41.2 

Ⅱ 外注費   148,990 16.9 173,894 17.1 

Ⅲ 経費 ※３ 366,212 41.4 422,890 41.7 

  当期発生総原価   884,089 100.0 1,014,896 100.0 

  期首仕掛品たな卸高   13,948  9,029   

      計   898,038  1,023,925   

  期末仕掛品たな卸高   9,029  18,928   

  売上原価   889,008  1,004,997   

         

前事業年度 当事業年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日
  至 平成17年６月30日）  至 平成18年６月30日） 

 １ 原価計算の方法  １ 原価計算の方法 

 プロジェクト別の個別原価計算による実際原価計算

を行っております。 

  

同 左 

※２ 労務費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２ 労務費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

給料手当 242,827千円

賞与 51,180千円

法定福利費 39,760千円

賞与引当金繰入額 5,475千円

  

  

給料手当 268,015千円

賞与 62,010千円

法定福利費 46,276千円

賞与引当金繰入額 6,256千円

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

振込手数料 88,872千円

営業手数料 56,839千円

リース料 30,744千円

地代家賃 33,575千円

  

  

振込手数料 109,128千円

営業手数料 56,794千円

サブリース費用 40,176千円

地代家賃 38,903千円



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

株主資本
評価・換金
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成17年６月30日残高 
（千円） 

448,500 123,250 123,250 144,411 144,411 716,161 3,196 719,358

事業年度中の変動額    

新株の発行 154,417 226,916 226,916 381,333  381,333

剰余金の配当   △11,268 △11,268 △11,268  △11,268

当期純利益   115,075 115,075 115,075  115,075

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

  △12,904 △12,904

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

154,417 226,916 226,916 103,807 103,807 485,140 △12,904 472,236

平成18年６月30日残高 
（千円） 

602,917 350,166 350,166 248,218 248,218 1,201,302 △9,707 1,191,594



④【キャッシュ・フロー計算書】 

当期より連結財務諸表を作成しているため、当期については連結財務諸表に記載しております。 

    
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   190,924

減価償却費   15,007

繰延資産償却額   498

貸倒引当金の増減額   825

賞与引当金の増減額   △1,868

役員賞与引当金の増減額   17,070

受取利息及び受取配当金   △54

支払利息   6,122

固定資産除却損   819

売上債権の増減額   △9,871

営業立替金の増減額   △816,034

たな卸資産の増減額   4,897

その他流動資産の増減額   △4,287

未払消費税等の増減額   9,021

前受金の増減額   △4,012

営業預り金の増減額   83,281

その他流動負債の増減額   30,521

その他   △2,319

小計   △479,460

利息及び配当金の受取額   54

利息の支払額   △6,495

法人税等の支払額   △531

営業活動によるキャッシュ・フロー   △486,432

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △24,198

無形固定資産の取得による支出   △8,002

投資有価証券の取得による支出   △441

その他   △3,495

投資活動によるキャッシュ・フロー   △36,138



  
  
  

    
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

短期借入金の純増減額   263,703

長期借入金の返済による支出   △6,280

新株の発行による収入   43,501

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  300,925

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △221,646

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   876,304

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 654,658

    



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年９月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益  144,411

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  11,268 11,268

Ⅲ 次期繰越利益  133,143

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 (1)子会社株式 

─────── 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用して

おります。 

  

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資については、組

合契約に規定される決算報告日において

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り組む方法によって

おります。 

  

  

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 仕掛品 

………個別法に基づく原価法を採用し

ております。 

同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

  ………最終仕入原価法に基づく原価法

を採用しております。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物 15年 

  工具器具備品 5年～12年 

  また、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、支

出時に費用処理しております。 

同左 

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 (1)新株発行費 

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、

当期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

同左 

  

  (3）役員賞与引当金 (3）役員賞与引当金 

   役員賞与の支給に備えるため、支給

見込額を計上しております。 

同左 

  （追加情報）   

   役員賞与は「役員賞与の会計処理に

関する当面の取り扱い」（企業会計基

準委員会実務対応報告第13号 平成16

年３月９日）に基づき、当事業年度か

ら発生時に会計処理することとしてお

ります。この結果、従来の方法と比較

して、「営業利益」、「経常利益」お

よび「税引前当期純利益」はそれぞれ

17,070千円減少しております。 

────── 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  
（表示方法の変更） 

  

前事業年度
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

─────── 固定資産の減損に係る会計処理 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成17年４月１日以降に適用されたこ

とに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

─────── 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部に相当する金額は1,191,594千円であ

ります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

─────── 損益計算書 

 前事業年度において、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めておりました「外注人件費」は販売費及び一

般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記して

おります。 

 なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その

他」に含まれております「外注人件費」は3,688千円で

あります。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法 

─────── 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割4,592千円を

販売費及び一般管理費として処理しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

当事業年度
（平成18年６月30日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．     ─────── 
  

授権株式数 普通株式 17,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,735株 

      

      

２．偶発債務 ２．         同左 

   当社が使用する業務用ソフトウェアの開発委託契

約に関連し、ソフトウェアの開発委託先から平成16

年３月９日付けで151,147千円の損害賠償請求訴訟

が提起され、現在係争中であります。 

  当社はこれに対し、何ら根拠なきものとして請求棄

却を求めるとともに、開発委託先に対し、債務不履

行による損害賠償の支払いを求め、平成16年５月26

日付けで反訴を提起いたしました。 

  

３．配当制限 ３．     ─────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,196千

円であります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．固定資産除却損は、建物451千円、工具器具備品

367千円であります。 

※１．固定資産除却損は、建物6,500千円、工具器

具備品141千円であります。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   当事業年度末までに取得または保有している自己株式はありません。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

  
  (平成17年６月30日現在)

    (千円)

現金及び預金勘定   654,658 

現金及び現金同等物   654,658 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備
品 

92,315 54,140 38,174

ソフトウェ
ア 

85,205 73,844 11,360

合計 177,520 127,985 49,535

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備
品 

85,863 57,964 27,898 

ソフトウェ
ア 

3,664 243 3,421 

合計 89,528 58,207 31,320 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 29,768千円

１年超 21,882千円

合計 51,650千円

１年内 19,905千円

１年超 12,639千円

合計 32,545千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  
支払リース料 37,879千円

減価償却費相当額 35,504千円

支払利息相当額 1,979千円

支払リース料 32,032千円

減価償却費相当額 29,997千円

支払利息相当額 1,144千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度の有価証券の注記（子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものを除く）については連結財務諸表の注記事項として記載しております。 

  

前事業年度（平成17年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当事業年度（平成18年６月30日現在） 

 子会社株式のうち、時価のあるものはありません。 

  

  

  次へ 

  種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額
（千円） 

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 1,772 7,163 5,390

(2）債券  

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,772 7,163 5,390

合計 1,772 7,163 5,390

  貸借対照表計上額（千円）   

その他有価証券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 7,500



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表の注記事項として記載しておりま

す。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表の注記事項として記載しておりま

す。 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

 前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

  当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 １． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

 １． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 
  
（繰延税金資産）     

賞与引当金繰入限度超過額 2,744千円

減価償却超過額 4,284  

一括償却資産償却超過額 332  

未払社会保険料否認 777  

未払事業税 8,295  

貸倒引当金 464  

その他 394  

繰延税金資産合計 17,294  

（繰延税金負債）    

労働保険料 △2,062  

その他有価証券評価差額金 △2,193  

繰延税金負債合計 △4,255  

繰延税金資産の純額 13,038  

（繰延税金資産）     

賞与引当金繰入限度超過額 3,278千円

減価償却超過額 2,444   

一括償却資産償却超過額 380   

未払社会保険料否認 936   

未払事業税 4,561   

貸倒引当金 537   

その他有価証券評価差額金 

その他 

6,660 

1,026 

  

繰延税金資産合計 19,826   

（繰延税金負債）     

労働保険料 △2,152   

繰延税金負債合計 △2,152   

繰延税金資産の純額 17,674   

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

注記を省略しております。 

 法定実効税率              40.6％ 

 （調整） 

 交際費等永久に損金に算入されない項目   4.3％ 

 住民税均等割額              1.1％ 

 その他                 △0.1％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   45.9％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表の注記事項として記載しておりま

す。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

  

１株当たり純資産額 82,353.60円 

１株当たり当期純利益金額 13,769.11円 

１株当たり純資産額 39,872.67円 

１株当たり当期純利益金額 3,986.42円 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

3,921.38円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。 

当社は、平成18年１月18日をもって普通株式１株を３

株に分割いたしました。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

27,451.20円 

１株当たり当期純利益金額 

4,589.52円 

    

  
前事業年度

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当期純利益（千円） 111,970 115,075 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 111,970 115,075 

期中平均株式数（株） 8,132 28,867 

普通株式増加数（株 － 478 

 （うち新株予約権） (－) (478) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 新株予約権の目的となる株式の

数240株。 

平成17年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

879個（普通株式879株） 

  



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．株式上場について １．取締役及び監査役に対するストックオプション（新

株予約権）の発行について 

 当社は、平成18年９月28日開催の第８期定時株主総

会において、会社法第361条に基づき、当社取締役及

び監査役に対し報酬として新株予約権を付与すること

を決議いたしました。 

 この内容の詳細については、「第４ 提出会社の状

況 １株式等の状況 (7）ストックオプション制度の

内容」に記載のとおりであります。 

  

２．従業員等に対するストックオプション（新株予約

権）の発行について 

 当社は、平成18年９月28日開催の第８期定時株主総

会において、会社法第236条、第238条及び第239条に

基づき、当社従業員及び当社子会社の役員及び従業員

に対し特に有利な条件で新株予約権を付与することを

決議いたしました。 

 この内容の詳細については、「第４ 提出会社の状

況 １株式等の状況 (7）ストックオプション制度の

内容」に記載のとおりであります。 

 当社は、平成17年８月１日に株式会社東京証券取引

所より上場承認を受け、平成17年９月２日に株式会社

東京証券取引所マザーズに株式上場いたしました。 

 株式上場にあたり、平成17年８月１日開催の取締役

会において新株式発行を決議し、平成17年９月１日に

下記のとおり払込が完了いたしました。 

① 発行新株式  普通株式    1,000株 

② 募集方法   一般公募(ブックビルディング方

式) 

③ 新株式発行後の発行済株式数  9,735株 

④ 発行価格   １株につき  400,000円 

⑤ 引受価額   １株につき  370,000円 

⑥ 発行価額   １株につき  297,500円 

⑦ 資本組入額  １株につき  148,750円 

⑧ 発行価額の総額      297,500千円 

⑨ 払込金額の総額      370,000千円 

⑩ 資本組入額の総額     148,750千円 

⑪ 資本準備金組入額     221,250千円 

⑫ 配当起算日  平成17年７月１日 

⑬ 資金使途   社宅管理システムの拡充・改変の

ための資金及び事務所の増床に伴

う設備資金に充当し、残額につい

ては社宅新サービスに係る投資資

金に充当する。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

投資有価
証券 

その他
有価証
券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

(株)ベネフィット・ワン 640 79,360 

(株)コスト削減総合研究所 52 10,400 

インターストラクチャー(株) 50 7,500 

ブックオフコーポレーション(株) 2,000 4,090 

(株)山善 3,945 2,722 

スターツコーポレーション(株) 1,000 865 

東急リバブル(株) 100 733 

大東建託(株) 100 634 

(株)ゼクス 2 454 

(株)共立メンテナンス 100 429 

その他６銘柄 1,107 1,466 

小計 9,096 108,654 

計 9,096 108,654 

投資有価
証券 

その他
有価証
券 

銘柄 出資口数（口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

ジャフコＶ２－Ｃ号投資事業有限
責任組合 

１ 99,672 

小計 １ 99,672 

計 １ 99,672 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額の主なものは、建物は増床に伴う事務所ビル内装工事によるものであり、ソフトウェア仮勘定は社宅業務システ

ムの開発費によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 15,138 42,907 6,662 51,383 11,286 8,501 40,096

工具器具備品 38,613 5,517 557 43,573 22,657 9,367 20,916

有形固定資産計 53,751 48,425 7,220 94,956 33,943 17,869 61,012

無形固定資産   

商標権 815 1,793 － 2,608 604 190 2,003

ソフトウェア 55,094 － － 55,094 43,185 4,133 11,908

ソフトウェア仮勘定 － 27,772 － 27,772 － － 27,772

その他 614 － － 614 － － 614

無形固定資産計 56,524 29,565 － 86,089 43,790 4,324 42,299

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,142 1,332 － 1,142 1,322

賞与引当金 6,745 8,057 6,745 － 8,057

役員賞与引当金 17,070 20,850 17,070 － 20,850



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

②  売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円）

現金 509 

預金 

普通預金 427,618 

小計 427,618 

合計 428,127 

相手先 金額（千円）

(株)ゼンリン 4,469 

(株)ライトオン 3,528 

大塚製薬(株) 2,973 

大和ハウス工業(株) 2,593 

東京海上日動火災保険(株)  2,381 

その他 14,626 

合計 30,571 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ) 

──────
(Ａ) ＋ (Ｂ)

× 100

(Ａ) ＋ (Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
(Ｂ) 

───── 
365 

25,710 1,708,648 1,703,787 30,571 98.2 6.0



③  営業立替金 

  

④仕掛品 

  

⑤貯蔵品 

  

⑥関係会社株式 

  

⑦短期借入金 

  

相手先 金額（千円）

東京海上日動火災保険(株) 607,013 

大塚製薬(株) 184,792 

明治製菓(株) 53,476 

(株)ライトオン 43,628 

みずほヒューマンサービス(株) 39,317 

その他 367,262 

合計 1,295,490 

品目 金額（千円）

ＪＯＩＮＴ開発業務費 18,154 

移管業務費 773 

合計 18,928 

品目 金額（千円）

切手・葉書・印紙 55 

合計 55 

区分 金額（千円）

ダイワード㈱ 799,192 

合計 799,192 

相手先 金額（千円）

㈱みずほ銀行 500,000 

㈱三井住友銀行 300,000 

㈱りそな銀行 291,700 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 172,774 

合計 1,264,474 



⑧営業預り金 

  

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

当該情報は、「(1)財務諸表 注記事項（貸借対照表関係）3.偶発債務」に記載しております。 

  

  

相手先 金額（千円）

明治安田生命保険相互会社 16,704 

みずほヒューマンサービス(株) 13,789 

伊藤忠エネクス (株) 12,904 

日本生命保険相互会社 11,872 

グラクソ・スミスクライン(株) 11,113 

その他 189,524 

合計 255,909 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ６月30日 

定時株主総会 毎営業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ６月30日 

株券の種類 １株券、10株券

中間配当基準日 12月31日 

１単元の株式数   － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
  
無料 
  

端株の買取り  

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、やむを得ない事由により、電子公告による公告が

できない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。 

  公告掲載URL http://www.syataku.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資）及びその添付書類 

 平成17年８月１日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年８月15日、平成17年８月17日、平成17年８月24日及び平成17年８月25日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月29日関東財務局長に提出。 

   (4) 臨時報告書 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）

の規定に基づくもの。平成17年11月14日関東財務局長に提出。 

(5）半期報告書 

 （第８期中）（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月27日関東財務局長に提出。 

(6）臨時報告書 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定

に基づくもの。平成18年９月26日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年９月28日

日本社宅サービス株式会社       

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 宮 直仁    印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 多和田 英俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本社宅サービス株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

日本社宅サービス株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社はソフトウェア開発契約解除に関する損害賠償請

求訴訟の被告となっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決により生ずるか

もしれない負担金額については、連結財務諸表に計上されていない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年９月28日

日本社宅サービス株式会社       

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 横瀬 元治   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 多和田 英俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本社宅サービス株式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

社宅サービス株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社はシステム開発契約解除に関する損害賠償請求訴訟の

被告となっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決により生ずるかもしれな

い負担金額については、財務諸表に計上されていない。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年９月２日に東京証券取引所マザーズ市場へ上場した。株

式上場にあたり、会社は平成17年８月１日開催の取締役会において新株式発行を決議し、平成17年９月１日に公募に

よる370,000千円の払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

 （注） 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年９月28日

日本社宅サービス株式会社       

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 宮 直仁    印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 多和田 英俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本社宅サービス株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

社宅サービス株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社はソフトウェア開発契約解除に関する損害賠償請求訴

訟の被告となっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決により生ずるかもし

れない負担金額については財務諸表に計上されていない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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